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特　　集

１．概略
　機関リポジトリとは、学術成果の保存と発信の
ため、学術機関が責任を持って運営するオープン・
アクセスのデジタル・リポジトリである。機関リ
ポジトリには、サービスとしての側面とコレクシ
ョンとしての側面があり、よく引用される次の二
つの定義はそれぞれに重点をおいたものである。

１．リンチの定義：大学がそのコミュニティのメ
ンバーに提供する、大学およびそのコミュニティ
のメンバーにより創造されたデジタル資料の管理
と配布のための一連のサービス（Lynch 2003）

２．クロウの定義：大学の知的成果を蓄積保存す
るデジタルコレクションで、機関で範囲限定（専
門分野別ではない）・学術的・累積的かつ永続的・
オープンで相互運用可能なもの（Crow 2002）

　本質的ポイントは、（1）すぐに研究に利用でき
る内容・形態の学術成果がコンテンツであって、

オンラインで誰でも自由に本文・データ本体にア
クセス可能であること、また（2）各種の標準・
プロトコルが遵守されることにより、相互運用性
を満たすことである。
　学術機関にとって、機関リポジトリは研究教育
活動のショーケースとなるシステムであって、活
動の透明性を高めるとともに、社会への成果還元
および学術情報アクセスに関するデジタル・デバ
イド解消という形で、社会貢献に寄与するもので
ある。後述するように研究成果の公開が社会的に
要請されるようになるにつれ、研究大学には不可
欠となりつつある。
　研究者にとっても機関リポジトリは研究のため
に必要となりつつある。従来機関リポジトリのメ
リットとして、メタデータがマルチ・チャンネル
で検索対象となることによって、より広い範囲の
人々に自分の研究に対する関心を持たせることが
できることが指摘されてきた。代替的公開方法と
しては自分の管理するサーバにファイルを保存し
発信する方法もあるが、機関リポジトリではファ

機関リポジトリの現在と近未来

Institutional repositories：an outlook in Japan

国立情報学研究所
National Institute of Informatics

村上祐子
MURAKAMI, Yuko

Abstract
An institutional repository is an open access digital repository which an academic 

institution stewards for preservation and dissemination of academic outputs produced by 
its members. It becomes indispensable for every research university. This article first aims 
to describe backgrounds and current situations around institutional repositories, and then 
to point out possible problems in particular in Japan in the near future.



− �− − �−

イル散逸やリンク切れ防止という効果、さらに大
学の管理するウェブサイトに存在するという意味
での品質保証が追加される可能性もある。さらに、
公的研究助成を受けた研究成果を機関リポジトリ
あるいは分野リポジトリからオンライン公開する
ことが今後求められるようになると、機関リポジ
トリのない学術機関に所属することは研究者とし
て不利な立場に置かれることとなりかねない。
　機関が運営するといっても、当面は資料の管理
スキルを持つ図書館が運用担当になるケースが多
いと思われる。これは図書館にとっては、資料の
入手・保存・管理という従来の役割に加えて、発
信機能強化につながることとなる。また、研究者
との共同作業が運用上重要となるため、図書館
員のスキルにも新しい展開が期待されるようにな
る。そこでは、利用者ニーズに応えて、これまで
とは異なるタイプの学術情報に関する知識やスキ
ルの形成もみられるようになるだろう。

２．研究成果のオープン・アクセス
　オープン・アクセス（open access，OA）とは、
研究成果を研究コミュニティ全体にオンラインで
自由に（無料で）利用可能にする手段であり、イ
ンターネットの普及によって実現された。アクセ
ス可能かどうかはその論文が発表されている学術
誌等のメディアを図書館が購読しているかどうか
に関わりがない。これは従来もっぱら学術誌論文、
また学会発表論文や学位論文、研究レポートのよ
うなさまざまなタイプの学術文献に対して適用さ
れる考え方であり、その意味で出版者側からする
と OAモデルは既存の購読出版モデルに対立する
ビジネスモデルだと考えられてきた。
　しかし近年になって、OAという考え方は文献
形態の研究成果だけではなく、実験・観察データ
や計算科学のデータそのものにも適用されるよう
になっている。すなわち、特許が権利保護と引き
換えに内容を公開して技術開発を促進するのと類
比的に、論文やデータといった研究成果について
も公開を通して、大局的に学術振興を促進し、科
学関連予算の効率的使用を目指すという意図があ
る。したがって、OAは狭義の学術情報流通シス
テムの問題ではなく、広く科学技術政策の一環と
みなすのが適切となってきている。

2. 1　オープン・アクセスの国際動向
　論文やデータを使いたいときに自由に使えるよ
うに、また同僚と共有・交換するという発想は、
研究活動のニーズから自発的に生まれた。プレプ
リントサーバを機関リポジトリと呼ぶかどうかに
は議論の余地があるが、少なくともデジタル・リ
ポジトリであることは間違いない。世界初のプレ
プリントサーバ arXiv（物理学）は 1��1 年に立ち
上がった。その後 1��� 年までに、経済学（WoPEc，
その後 RePEcに継承）・核物理学（CERN）・計算
機科学（DARPA）・宇宙科学（NTRS）などの分
野リポジトリが運用を開始した。また 1��� 年に
Harnadが認知科学オンライン誌 Psycoloquyを創
刊したのを皮切りに、無償オンライン学術ジャー
ナルの創刊も続いた。
　Harnadはさらに 1��4 年に論文のオープン・ア
クセスを提唱し、初めは研究者間で議論がなされ
ていたがすぐに図書館界からの反応を得て、学術
出版の機能不全が指摘されるようになった。1���
年には研究活動におけるニーズに応える形での
インターネット時代の学術情報流通を機能させ
る た め、Association of Research Libraries（ARL）
のイニシアティブとして Scholarly Publishing and 
Academic Resources Coalition（SPARC）が設立さ
れた。
　この 1��0 年代末にはインターネットの普及が
進んでいたが、論文サーバのインタフェースは異
なる規格が乱立し、相互運用性が課題となってい
た。サンタフェ会議（1���）はオープン・アクセス・
イニシアティブ（OAI）設立のきっかけとなった
会議であり、クロス・サーチではなく、メタデータ・
ハーベスティングによって複数アーカイブの相互
運用を図るという基本的な枠組が合意された。
　一方、政府レベルで OAを推進するよう国際的
な働きかけが 2000 年前後から進んでいる。ユネ
スコ・国際科学会議による科学および科学的知
識の利用に関する宣言（1���）、国連経済社会委
員会（2000）、世界学術会議北京宣言（2003）、ベ
ルリン宣言（2003）、国連情報サミット（2003）、
OECD声明（2004）、サルバドール宣言（200�）、
リオ宣言（200�）、リアド宣言（200�）、メキシコ
宣言（200�）などがある。
　このうち日本も加盟国である OECDは、2000
年ころから公的助成を受けた研究成果であるデー
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タのオープン・アクセス方針を検討していたが、
2004 年にオープン・データに向けた努力を行う
旨の付記のある公式声明を採択し、継続事業と
して、現在ではデジタル研究データのパブリッ
ク・ドメイン化プロジェクトが進んでいる。ま
た OECD加盟国には含まれていないが、中国は
200� 年 10 月世界初のオープン・データ義務国と
なった。 

2. 2　二つのオープン・アクセス実現形態
　文献を OAで提供する手段としては、OAジャー
ナルと OAリポジトリがある。OAリポジトリ
（Green road）は、リポジトリに蓄積保存した資料
を世界中に無料で利用可能にする手段である。他
のリポジトリとの相互運用性のためには、各種標
準・プロトコル（とくに Open Archive Initiative-
Protocol for Metadata Harvesting: OAI-PMH）を遵
守している必要がある。
　一方、OAジャーナル（Gold road）では、査読
を行い、受理された論文を世界中に無料で利用可
能にする方式で、読者が自由に学術論文にアクセ
スできる電子ジャーナルであり、一般的な学術雑
誌のスタイルを踏襲したものである。出版者側は
既存の手法にこだわりがちであるが、OAと適合
したビジネスモデルを作れるかどうか、つまり査
読、編集、システムにかかる出版費用をどう負担
するかが問題であり、OAジャーナルが実現され
た現在でも、ビジネスモデルの持続性については
議論がある。大まかに分けて次の２つの方式があ
る。
　１．「同人誌」型：編集業務を研究者自身が無
償（あるいはごく低報酬）でおこなう。

　２．OAジャーナル型（アメリカ物理学会など）：
出版費を著者または所属機関が投稿料として負担
することとなる。だが査読費用は採択率に依存し、
雑誌出版費、ひいては投稿料の算出根拠は一般的
には難しい（倉田（200�））。亜種として、著者は
従来の購読モデルでの出版か OA投稿料モデルで
の出版を選択することができる OAハイブリッド
がある。
　ハイブリッド形式は 2003 年に Company of 
biologistで試験的に導入されたのを皮切りに、
2004 年にシュプリンガーが導入して本格化し
た。200� 年末までにはブラックウェル、オック
スフォード大学出版会が導入した。研究助成団体
から OAでの成果公開を要請されたとしても、商
業出版者によるジャーナルに投稿することができ
るようになるため、200� 年、特に後半になって、
OAハイブリッドジャーナルを開始する商業出版
者や学会がめだつようになった（表 1）。
　だが、OA実現形態が投稿料モデルである場合、
思想には賛同できるとしても実行できる研究者の
範囲は極めて狭いものとなる。日本の研究者対象
のアンケート調査（SPARC-JAPAN 200�）によれ
ば、許容可能な投稿料負担額は 1000 ドルまでが
半数以上を占める。一方 OAハイブリッドジャー
ナルの投稿料は現在のところ 2000 ドル以上が普
通である（オープンアクセスジャパン（200�））。
所属機関が投稿料をまとめて負担するビッグ・
ディールが提案されているが、参加は大規模機関
中心となることが見込まれる。OAが高い研究評
価と相関するという論点を認めるならば、所属機
関によって OAで投稿できない研究者は業績評価
が低い傾向を得ることになり、その結果大規模機

表１　200� 年に導入されたハイブリッドジャーナル（Suber（200�）から抜粋）
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関への移籍も困難となる可能性がある。このよう
な事態を認めるかどうかは、政策的議論が必要で
あろう。
　このように、研究助成機関や所属機関によって
研究成果の OA公開が要請され、かつ研究者が投
稿料モデルの OAジャーナルに投稿しない・でき
ないならば、OAの実現方式としてはリポジトリ
が有望となる。この論点と、学術的ならば OAで
なければならないという OA思想の原則、さらに
大学の社会責任論（情報公開）という論点が結び
ついて、機関リポジトリが要請される。さらに、
公開されるべき研究成果が文献だけではなく多様
なタイプのデータであるという拡大された OAに
も適応できる点で、OA実現方式として機関リポ
ジトリは優位性を持つ。

３．国内外における機関リポジトリの運用状況
　オープン・アクセス運動の帰結として、機関リ
ポジトリは増加していった。（プレプリントサー
バではなく、現在の厳密な意味での）機関リポジ
トリとしては、1��� 年にバージニア工科大学が
Networked Digital Library of Theses and Dissertations
を創始したのがはじめてである。2002 年に入っ
てからは急激にリポジトリ数が増加し、200� 年
になってコンテンツ数が飛躍的に伸びてきた。諸
国の政府･研究助成機関のオープン･アクセス義務
化の動きと並行して、学術機関の機関リポジトリ
設立の動きが世界的に加速しているといえよう。
　200� 年１月 10 日の時点で、世界では少なくと

も ��� の機関リポジトリが稼動している（ROAR 
directoryによる）。機関リポジトリの分布は図１
のようになっている。大学の役割は国によって違
い、単純には普及状況を比較できないが、大学数
を勘案すると、ヨーロッパの大学は機関リポジト
リがある割合が他の地域に比べて多い。アメリカ
では、４年制大学（2,�30 大学）に限れば 12.�％
となる。一方、ヨーロッパは全体でも �00 大学程
度なので５割強である。すなわち、世界のトップ
クラスの研究大学は知的資産の管理の重要さを認
識し、リポジトリを備えているというのが現状と
いえる。
　日本では科学技術・学術審議会 学術分科会　
研究環境基盤部会　学術情報基盤作業部会『学術
情報基盤の今後の在り方について（報告）』（平成
1� 年３月 23 日）に機関リポジトリの推進が明記
された。国立情報学研究所では、2004 年から実
施されている最先端学術情報基盤（サイバー・サ
イエンス・インフラストラクチャ：CSI）事業の
うち、ネットワーク･グリッド･認証と並ぶ一環と
して、大学と NIIの共同で次世代学術コンテン
ツ基盤共同構築事業を進めている。200� 年度に
は公募により、応募 �� 大学から選ばれた �� 大学
にリポジトリ構築・拡充を委託するとともに、22
の研究･開発プロジェクトを進めている。
　200� 年１月初めの時点で、次世代学術コンテ
ンツ基盤共同構築事業参画大学のうち 22 大学の
ものを含む 24 の機関リポジトリが国内で運用さ
れている。

図１　世界の機関リポジトリの分布
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４．機関リポジトリのシステム導入・運用とコスト
　現在導入されているシステムを初期コストと運
用コストの２点で分類すると表２となる。
　導入経費は年々大きく減少する傾向にある。
200� 年初頭では、パッケージを用いた場合でも
立ち上げに必要な初期費用は 1�0 万円以下、その
後のサポート費用は年間 100 万円程度とみられ
る。国際的にみても、システム費用は年を追うご
とに低下している。イギリスの JISC委託の LIFE
プロジェクト（200�）では、リポジトリの立ち上
げ・運用コストを 10 年以上の単位で試算してい
る。長期的にみるとシステムはアウトソースした
方が内部で開発するより安いが、外注した場合に
は「機関が責任を持ってシステムを管理している
といえるか」などの論点をめぐって賛否両論があ
る。なお、長期にわたるコスト計算の際には初期
費用・通常運用費用のほか、保存費用を計上する
必要があることが指摘されている。
　個別での導入・運用では負担が大きい小規模大
学では、コンソーシアムによる導入が始まってい
る。さらに、近隣大学と同じソフトウェアを導入
し、親密なユーザコミュニティによって運用負担
を軽減する取り組みも行われている。
　収集したコンテンツや機能によっても維持費用
は異なってくる。現時点では特に、教材・画像・
電子ブック・各大学で電子化された特殊コレク
ション・電子出版は継続コストがかかるとされる。

５．機関リポジトリ運用上の課題と対策
5. 1　ポリシー策定
　機関リポジトリの導入時には、学内合意形成お

よび運用担当部署決定とともに、運用ポリシーの
最重要部分をなす収集ポリシーを策定しなければ
ならない。コンテンツ収集ポリシーは、各学術機
関の独自性を反映するとともに大学全体の運営・
経営方針と整合的でなければならない。まず、ど
のような成果を対象とするか、そして登録対象と
なる構成員の範囲を定めなければならない。すな
わち、正規雇用教員による成果以外に、異動した
教員の場合は当該機関雇用期間外の成果の扱い、
大学院生･学部学生の成果の扱いなど、あらかじ
め明文化する必要がある。
　理論的にはデジタル形態の学術成果ならどんな
ものであっても収集対象となりうるが、なかでも
学術情報アクセスに関するデジタル・デバイド解
消のためには学術誌掲載論文は不可欠である。商
業出版者ではほとんどの場合、出版契約に著作権
譲渡が含まれているため、機関リポジトリ搭載時
には著者だけではなく著作権者にも許諾を求める
ことが必要となる。
　学部･学科が発行する紀要は、ごく少数の例外
を除いて、海外ではほとんどの分野ですでに商業
出版者による学術雑誌に情報流通の主役の座を譲
り渡してしまったが、日本国内では継続して学術
情報流通には重要な役割を果たして来た。とりわ
け、教育学・法学・文学のような学術誌が少ない
分野では重要である。また、数学のような分野で
は、学科が発行する英文紀要が国際的な情報発信
を担う。したがって、機関リポジトリの収集対象
として有意義である。また NIIは各大学の要請に
応じてこれまでの紀要電子化事業の結果ファイル
を引き渡しており、立ち上げ時点でのリポジトリ
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アプリケーション・サービス・
プロバイダ（ASP）
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小
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大
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DSpace, EPrints, XooNIps, Fedora,
Greenstone（電子図書館システム
だが、 OAI-PMH遵守）

DSpace（Hewlett Packard）

DigitalCommons（ProQuest），
Open Repository （BioMed），
 インフォコム、  Horizon

表２　システム導入・運用方法の長所と短所
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収録アイテムの核を構成できる。
　学位論文は、機関リポジトリならではのコンテ
ンツである。書誌情報は国立国会図書館および国
立情報学研究所提供の博士論文書誌データベース
が存在し、NII学術コンテンツ・ポータル GeNii
を通してすでに検索可能となっているが、本文へ
のアクセスは提出大学と国立国会図書館に事実上
制限されており、機関リポジトリから入手できる
ようになれば利便性が大幅に向上する。さらにこ
れまでほとんど学外からのアクセスは出来なかっ
た修士論文についても、機関リポジトリに登録す
る大学もある。ただし学位論文の場合には分野に
よっては特許出願と絡み、あるいは加筆訂正した
後に著書として出版予定であるといった理由で、
提出後の即時オンライン公開を望まないケースも
現在は散見される。
　各種報告書や会議資料も研究資料としては重要
であるが、機関リポジトリ無しでは入手が困難で
あったコンテンツである。発表論文だけではなく、
スライドも機関リポジトリから発信できるため、
会議参加者以外にもわかりやすい形で広く成果の
共有を図ることができる。
　また前述のように、最近注目されているコンテ
ンツが、データである。実験データの発信・共有
は研究活動の効率化に寄与するとともに、e-サ
イエンスとの連携という点でも重要な役割を果た
す。また、データの公開を通して研究活動の透明
度をあげることで、研究不正防止効果があると考
えられる。

5. 2　コンテンツ収集活動
　学術活動のインフラとしてリポジトリが十全に
機能するには、書誌情報や要旨などのメタデータ
だけではなく、論文本文・データ本体にアクセス
できなければならない。したがって、著者・著作
権者の許諾が必要であって、広報などのコンテン
ツ収集活動が円滑な運用継続には必須となる。
　研究者に対して成果のリポジトリ登録を促す材
料として、しばしば被引用指標向上が用いられて
いる。インパクト・ファクター等の被引用指標と
OAの関連については各種調査がなされており、
分野間によって差はあるものの、OAと高い被引
用数には正の相関関係が見られる傾向がある。さ
らに効果的に登録を促すためには、インパクト・

ファクターは直前２年間の引用数しか反映しない
等、評価指標の算定方法の詳細な説明を与える必
要がある。出版者のエンバーゴ期間が長いなどの
理由で OAでの公開が遅れるほど、指標への影響
が薄らいでいくことを強調するのが重要であろ
う。高い評価を求める研究者には、可能な限り早
期にリポジトリから論文を公開することを勧める
説得材料となりうるとともに、エンバーゴ等著作
権関連条項に対する意識が高まることが期待され
る。ただし、研究分野によっては、被引用指標は
必ずしも投稿先選定の決定打にならないなど、研
究者の行動に差が見られるのには留意しなければ
ならない。
　実際、コンテンツ収集活動の効果をあげるため
には、マーケティング一般で用いられる考え方が
有効である（特にコトラー（200�）では非営利法
人に特化した議論がなされており、参考となる）。
たとえば、分野・アプローチにより研究活動のあ
り方はまったく異なり、既存の学術情報流通に対
する態度や計算機やインターネット上のツールへ
の許容度にも違いがある。また、すでに確立した
研究者に比べて若手研究者の方が業績評価に鋭敏
であるため、ライバルに業績を奪われる可能性があ
る公開には及び腰という観察が一般になされている。
　また入力負担軽減のため、業績データベースな
どのさまざまな業務システムと入出力の一元化が
検討されている。もし今後国立国会図書館への博
士論文の電子納本や日本学術振興会の科学研究費
報告書の電子提出が認められるようになれば、状
況はまた変化するだろう。

5. 3　受入・著作権処理
　論文の完成から出来るだけ早い時点でリポジト
リでの受入および公開を行うことは、著者の評価
を高めるだけではなく、実際の受入処理を行う図
書館等の部局としても負担軽減の面から重要であ
る。論文完成時点では著者の手元に公開可能な電
子ファイルがあっても、時間がたつにつれて紛失・
読み取り不可となることが多い。さらに、著者の
許諾を得るうえで、共著者の所在は時間がたつと
追跡不能となるケースは珍しくない。過去の学術
成果搭載は、一気にコンテンツ数を増加させるに
は有効であり、内容によってはキラー・コンテン
ツとなりうるが、紙からの電子化が必要である場
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合も多く、受入処理の面から見ると一般に負担が
大きい。
　著作権処理も論文完成から時を経るごとに困難
となる。共著者全員の許諾をとろうとしても所在
不明は珍しくない。さらに、著者死亡の場合には
相続者全員の許諾が必要となる。
　このように機関リポジトリの運用担当者が許諾
関係に神経をすり減らす一方で、研究者が自身の
著作を無邪気にオンライン公開するケースはしば
しば見られる。実際には訴訟コストが膨大となる
ため学術利用に関する著作権侵害の判例はほとん
ど無いが、法令順守の観点からするとこのような
状況には問題があり、著作権法遵守および機関リ
ポジトリによる公開を促すべきである。

６．今後の注目点
6. 1　システム
　スケーラビリティ：現在のリポジトリ・ソフト
ウェアでは、DBレイアウトが正規化されていな
いため、コンテンツ数が今後大幅に増加した場合
には検索速度低下といった問題が発生する可能性
があるが、解決策は今後の開発に含まれると思わ
れる。
　データ移行問題とファイルのフォーマット：各
コンテンツは現在の標準フォーマットの電子ファ
イルの形でリポジトリに格納されている。さら
に、利用者によってはマルチ・メディア資料を望
むことから、動画などに対応した豊かな記録形態
が求められている。一方、機関リポジトリが学術
成果の永続的保存をうたう以上、今後にわたって
遡及サポートは必須である。だが、過去のデジタ
ル・ファイルの可読性については、ハードウェア、
OS、ソフトウェアのすべての面ですでに問題が
指摘されている。PDF/Aなど長期保存に適した
フォーマットが提案されているが、動画どころか
カラーもサポートされていないなど、ユーザ・ニー
ズとの乖離が見られる。今後、リポジトリ搭載資
料のフォーマットには長期保存を意識した一定の
ガイドライン設定に向けた議論が必要と考えられ
る。
　Microsoft Word や PDF など営利企業提供の
フォーマットではなく OpenXMLなどオープン・
ソースのフォーマットを利用するべきであるとい
う動きが各国政府でみられるようになっており、

リポジトリ搭載コンテンツもこのようなフォー
マットに収束すると見られる。
　また、検索で直接本文コンテンツにアクセスす
ることが今後予想されるため、各コンテンツにカ
バー・シートを添付し、書誌情報・著作権情報・
利用条件などを明示することが必要である。これ
はアイテムの長期保存に関しても有効な対策であ
ろう。
　さらに、障害者権利条約が 200� 年 12 月に国連
総会にて採択され、障害者等の情報アクセシビリ
ティの保証が必要となった。機関リポジトリのコ
ンテンツへのアクセス保証についても、大学の情
報発信における法令順守の観点から今後議論にな
る可能性がある。
　ソーシャル・ネットワーク・サービス（SNS）：
コンテンツ利用促進のためには、ユーザ・インター
フェース（UI）改善が有効である。今後機関リポ
ジトリの UIでは、SNS志向が進む可能性は高い。
特に XooNIpsは注目に値する。XooNIpsは脳神経
科学研究者のニーズにあわせて、論文だけではな
く、実験データや数理モデルなど研究に必要なデ
ジタル資源を共有するために理化学研究所脳科学
総合研究センター、ニューロインフォマティクス
技術開発チームで開発されたシステムで、コミュ
ニティサイト構築ソフトウェア Xoopsにモジュー
ルを加えたものである。さらに理化学研究所と
慶応義塾大学の共同開発によるライブラリ・モ
ジュールを追加することで、機関リポジトリとし
ての機能を果たすことができる。慶應義塾大学学
術情報アーカイブ KOARAは XooNIpsを使用し
ているが、現在のところコメント機能などコミュ
ニティサイトとしての機能は使われていない。

6. 2　大学経営との連携
　特許情報との連携 : 学術情報には金銭的･産業
的価値がない。一方、特許等の知財情報は産業化
が前提である。したがって、学術情報と知財情報
は本質的に関係がないとされる。だがしかし、学
術機関の活動が産学連携の側面でも評価される
ようになるにつれ、産業化の可否を問わず研究成
果全体を俯瞰し、機関の活動の全体像を把握する
必要が生じてきている。現在、知財情報サービス
からは、特許情報と雑誌論文情報を結合させた可
視化ソフトウェアが提案されている。今後論文情



− 12 − − 13 −

報の側からも連携の動きが活発化するのは時間の
問題であり、すでにエルゼビア・JSTは活動を始
めている。学術活動のショーケースとしての役割
を強化する上でも、このような研究動向の可視化
サービスに機関リポジトリのコンテンツ情報を提
供する方向が今後関心を呼ぶ可能性が高い。
　研究者評価と OA：論文・データに関する OA
義務化が将来日本国内に波及する可能性がある
が、その際の実現形態は現時点ではまったく予測
できない。さらに、データの業績としての評価が
なければデータの共有は進まないと思われるな
ど、研究者評価・研究予算配分とリンクしない限
り実効性を十全に持つことはないだろう。

6. 3　利用者との対話
　「将来の教員」としての大学院生・ポスドク：
大学院生やポスドク研究員といった若手研究者は
現時点では研究成果生産者として未熟であるとみ
なされ、機関リポジトリの登録対象から外れてい
る場合すらある。さらに現在の広報活動が主とし
て教員を対象としていることからみても、登録対
象としても軽視されている。しかも、若手研究者
は常勤ポスト争いの最前線にいるため、研究成果
の共有という観点は薄いことがある。だが、研究
者としてのキャリア早期で情報受発信関連の問題
意識を啓発することは、今後の展開を有利に導く
布石としてはきわめて重要である。なぜなら、将
来の研究活動を担うのはこの層であり、さらにい
えば、平均すれば上の世代よりも情報リテラシー
の基礎能力および適応力に長けているとみなせる
からである。特に、ポスドク研究員や任期制教員
は数年後には正規雇用の教員となることを希望し
ているとはいえ、現状では不安定な雇用形態に甘
んじており、OAの理念に触れれば恩恵が身をもっ
て感じられる。このタイミングで少なくとも問題
意識を啓発しておくことは、将来の協力者増加に
つながると考えられる。
　教員のリカレント教育：大学教員の授業方法等
の研修（faculty development，FD）は、平成 11（1���）
年からは努力義務となっていたが、専門職大学院
（2003）での義務化に引き続き、一般の大学院で
も 200� 年から義務化され、学部でも 200� 年から
義務化する動きが見られる。大学によっても差が
あるだろうが、この研修が教育能力向上とともに

学術機関の構成員としての意識向上の一環として
位置づけられるとすれば、その際を捉えて、学術
情報流通や著作権をめぐる議論や最新の学術情報
検索技術等研究活動の基礎知識をも最新のものと
する機会とできるだろう。

７．まとめ
　機関リポジトリだけではなく、学術コンテンツ
は学術情報の基盤システムの不可欠な位置を占め
ていると認識されるようになっている。今後さら
なる科学技術振興につなげるためには、システム・
制度・運用のいずれの面にも目を配り、円滑なコ
ンテンツ流通を図らなければならない。システム
においても日本語という課題が存在するが、制度
と運用の二面ではさらに日本独自の状況があるた
め、海外の実践例は参考にはなってもそのままの
手法を受容するわけには行かないことがある。そ
のような場合、逆に日本の背景説明を含めた実践
例を世界に発信することで、国際貢献が可能とな
るだろう。
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